
カスハラの問題について、今回は消費生活相談の現場で生じている課題を引き合い
に出しつつ、政府のカスハラへの対応のさらなる強化について求めました。

●全国の消費生活センターで行われている消費生活相談について、3月13日に国民
生活センターが発表した「対応困難者への対応の現況と課題調査」では、「対応
困難者」による暴言等の数々が列記されており、対応困難者を原因として相談員の
3割弱の方が「退職・休職を考えたことがある」と回答するなど深刻な事態にある
ことから、自見大臣の対応方針を質しました。

●自見大臣は、①対応困難行為の一部はカスタマーハラスメントに該当し、精神疲労や
他の相談者の機会損失、相談機能低下につながる大きな課題であること、②標準マ
ニュアルを策定し、相談の打ち切りや職員への引継ぎ、警察への連絡など対処の流
れを示してきたこと、③メンタルケアを含めた対応研修や相談員のメンタルヘルスの
取組を進めること、④消費者向けの啓発が非常に重要であること、⑤関係省庁と緊
密に連携し、デジタル技術も活用して、相談員が十分に力を発揮できる環境づくりを
進めていくことについて説明がありました。

●この問題は消費生活センターの場に限ったわけでなく、職場における労働者の安
全と健康を確保するという広い視点に立って、労働法制の見直しについて厚生労働
省との連携の必要性を訴えました。
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カスハラについて

https://youtu.be/up9pnng3Gvw

「なかなかカスタマーハラスメントが無くなりません。 
改善に向けて是非更なる議論をお願いします。」

「コールセンターへのカスハラと判断できるような連絡が絶えません。 
法整備とともに周知・落とし込みをいかに効果的に行うかも同時並行に検討
願います。」

まみに聴かせてキャンペーンに寄せられた声

働く環境
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田村まみ参議院議員、消費者問題特別委員会で質疑！
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